













  －  非定型業務の増大と労働市場における評価  － 
 
Long-term Trends in the Polarization of the Japanese Labor Market: 





























                                                   
1 一橋大学経済研究所  国立市中 2-1  E-mail: tikenaga@ier.hit-u.ac.jp 
2 一橋大学経済研究所  国立市中 2-1  E-mail: kambayas@ier.hit-u.ac.jp 2 
 











いる。その内容を Katz and Autor (1999) に基づいて大別すると次の 3つに整理される。まず
Lee(1999) を中心とした研究群は、賃金格差拡大の要因として制度的要因を指摘し、具体的
には実質最低賃金の低下や労働組合組織率の低下などを重視する。第二に、Wood (1994, 




らしたと主張する。さらに、第三の説明として、Berman, Bound and Griliches (1994) などによる
スキル偏向型技術進歩（Skill-Biased Technical Change: SBTC）が注目された。すなわち、高ス
キル労働者の相対的な限界生産力を高める技術進歩に賃金格差拡大の要因を求める研究
がまとまって発表された。Autor, Katz and Krueger (1998) や Berman, Bound and Machin (1998)
などに見られる,この種の研究は、とくにコンピュータなどの情報コミュニケーション技術 




























この現象に着目し、理論的枠組みを与え実証分析を行ったのが、Autor, Levy and Murnane 




ALM ではすべての業務は 5つに集約された。すなわち、 
 
   非定型分析業務  （Non-routine Analytic tasks） 
   非定型相互業務  (Non-routine Interactive tasks) 
   定型認識業務  (Routine Cognitive tasks) 
   定型手仕事業務  (Routine Manual tasks) 

















ギリスやドイツについても進められ、イギリスに関して Goos and Manning (2007) が、西ドイツに




















































2.  5 業務構成比の計測の枠組みとデータ 
 
2.1   計測の枠組み 
ここでは『国勢調査』などの公表統計で利用可能な職業別就業者数から、どのように 5 業務
シェアを計算したかをまとめる。まず職業 i (i=1,…, I)の就業者数を i X としよう。また、業務 j 
(j=1,…, J)の経済全体におけるシェアを j Y とする（ただし、本稿を通じて業務分類は ALM に






























,               (a) 
とする。問題はベクトル X をベクトルY へ変換する方法である。ここでは、職業i においてスキ


































































2.2  使用するデータ   
職業別の就業者数、すなわち行列 X については、1960年から 2005年までの 6回 45年間
の『国勢調査』小分類を用いる。もちろん、この間に職業分類は少なからず変更されている。本









5 = si C
。たとえば、「医師」につ
いては「読む」スキルについては「5.最重要」とされており、本稿の表現に従えば と置き
換えることができる。次に検討するのは、35 のスキルに対して 5 つの業務がどの程度重要かを
示す測る業務スコアである。本稿では、筆者以外に産業労働分野の研究者3名の協力を得て
スコアを作成した。すなわち、まず 5 つの業務それぞれを念頭におき、35 の各スキルが「必要
不可欠である」場合は 2 点、「あった方がよい」場合は 1 点、「それほど重要でない」場合は 0
点と評価してもらい、スキルごとの 5 業務に対する点数を平均する。例えば「読む」スキルの重
要性に対する平均的評価は、非定型分析業務に従事する場合に 2.0 点、非定型相互業務で
は 1.8 点、定型認識業務では 1.6点、定型手仕事業務 1.4点、非定型手仕事 1.4 点となった。
次に、各スキルにおける平均的評価点が合計1となるように基準化した。「読む」というスキルに
対する 1 ポイントのスキルスコアは非定型分析業務に対して 0.24、非定型相互業務に対して
                                                   
3  例えば、1960 年には科学研究者が、自然科学系研究者と人文・社会科学系研究者に分かれていなかったため、
1970 年の両者の構成比を用いて分割するなど、1960 年のいくつかの職業は 1970 年の構成比を用いて便宜的に
分割している。 







評価が 5なので、「読む」スキルを備えた医師が 1名いることによって労働力全体に存在する 5
業務の点数は、非定型分析 1.2、非定型相互 1.1、定型認識 1.0、定型手仕事 0.85、非定型手
仕事 0.85 となる。35 の各スキルについて、このように 5 業務の点数を求めて合計すると、「医
師」における5業務の点数は、非定型分析が28.67、非定型相互が34.33、定型認識が 18.87、
定型手仕事が 21.31、非定型手仕事が 18.43 となる（業務集約度）。各職業で得られる 5 業務
の点数を『国勢調査』小分類の各年の就業者数でウェイトをかけて合計すると、社会全体で存











( ) X については『国勢調査』により 5 年ごとのデータが使用可能であるが、スキ
ルスコア( ) C に有用な情報を提供してくれる『キャリアマトリックス』は直近出版のものしかなく、






3.  5 業務の時系列的推移：非定型業務の増加、定型業務の減少 
3.1  5業務の時系列的動向 
前節のデータと計算方法に従って、1960年より 2005年までの 5業務シェアの推移を、1960
年を 100として示したのが次の図 1である。 
 
                                                   
5 『国勢調査』小分類に対してキャリアマトリックスの職業が複数相当する場合はそれらの単純平均を、該当する職
業が無い場合には、キャリアマトリックスにある職業で内容が近いと思われる他の職業のスコアを用いた。 
6 『キャリアマトリックス』は 2003年から開発され、2006 年 9月に公開された。スキル評価については、公開時には最
初の 3年分の調査結果に基づいたものであったが、4年目に大規模な調査を行い、4年目のデータまでを集約した






















したのは ALM で報告された合衆国における 5業務シェアの推移である。 
。換言すれば、前者のシェアは6分の5以上も縮小したのに対して、後者のシェ





                                                   
7   『国勢調査』による筆者計算より。 9 
 
図 2：ALM における 5業務の推移（1960年から 1998年）
 



















ルの 5 業務に対する重要性（業務スコア･行列 D）を評価するにあたり、0、1、2 点という点差が















シェアは、増加 10職業では 1960年の 4.4%から 2005年には 20.8％に増加し、減少 10職業




図 3：シェア増加上位・減少上位 10職種の 5業務集約度（2005年） 
 








図 4：  増加上位・減少上位 10職種の 5業務シェアの差（1960年から 2005年、ポイント）
 













4.  日米の業務投入傾向の相違の背景 















図 5a ：職業構成の変化（日本） 
 
図 5b： 職業構成の変化（アメリカ合衆国） 
 
（注）   LABORSTA, International Labour Organization 
 
図 1と図 2でみたように、日米の違いの第一は、定型手仕事業務が日本では 1960年以降
一貫して大きく減少した一方、合衆国では1970年代まで増加し、その後横ばいになり、減少し
                                                   

































え、次の図 6で農林漁業職を除いて 5業務の推移を見てみよう。図 1と比較すると全体として
変化の幅が小さくなる。その際、予想されるように定型手仕事業務は 1960年から 1980年にか
                                                   
9 参考までに 1960年の産業別就業者構成比をみると、日本では 1960年時点で第一次産業就業者が 30%を超えて






















DOT(Dictionary of Occupational Titles)の第 4版(1977年)と改訂第 4版(1991年)を用いてい
る








                                                   




11   http://online.onetcenter.org/   















図 7：  5業務推移（O*Net スコア）（1960年の総就業者数に占める割合＝100） 
 
（注）総務省『国勢調査』、独立行政法人労働政策研究・研修機構『キャリアマトリックス』、The National 







4.2.2  増加職種、減少職種にみられる 5業務のシェアの変化  
図 7の変化幅を図 1と比べると、定型認識業務以外はより大きい。そこで、図 3と同様に
1960年から 2005年の間でのシェア増加上位 10職種と減少上位 10職種の 2005年における




                                                   
13  『キャリアマトリックス』の職業に対して O*NET で複数の職業が相当する場合はそれらの単純平均を、該当する職
業が無い場合には、O*NET にある職業で内容が近いと思われる他の職業のスコアを用いた。 16 
 
図 8：  増加上位・減少上位 10職種の業務集約度（O*Net スコア）（2005年） 
 








図 9：  増加上位・減少上位 10職種の 5業務シェアの差（O*Net スコア） 
（1960年から 2005年、ポイント） 
 














4.2.3  増加職種と減少職種の評価の違い：具体例 































5.  5 業務の労働市場での評価 



















る。すなわち、t 時点の i 職業（性別 g）の平均賃金を igt W 、当該職業の業務集約度ベクトルを
i Z 、誤差項を igt u とするとき、推定モデルは 
 






定されたβの経時的推移をみる。説明変数はこれまで用いた 5 業務集約度である。5 業務集
。専ら関心のある係数はβとなる。 
                                                   




意を喚起したい。このため、職業をクラスターとして認識し、職業内の変動は女性ダミー g γ お
よび年ダミー t δ で制御する。 
まず 1970年から 2005年の間の平均的な姿を示したプール推定の結果（表 1a）をみよう。 
 
表 1a: ヘドニック賃金推定：5業務のスコア (1) 
  (1-1)  (1-2)  (1-3)  (1-4)  (1-5)  (1-6) 
期間  1970-2000 





0.032          0.045 
(0.010)***          (0.033) 
非定型相互 
  0.040        -0.071 
  (0.011)***        (0.053) 
定型認識 
    0.033      0.330 
    (0.014)**      (0.076)*** 
定型手仕事 
      -0.005    -0.188 
      (0.007)    (0.036)*** 
非定型手仕事 
        0.079  0.025 
        (0.021)***  (0.077) 
定数項 
4.89  4.546  5.091  5.791  4.427  4.557 
(0.236)***  (0.286)***  (0.240)***  (0.163)***  (0.332)***  (0.253)*** 
年ダミー  YES 
女性ダミー  YES 
その他コントロール変数  NO 
観測数  727 
職業クラスター数  184 
決定係数  0.87  0.88  0.87  0.86  0.88  0.90 






























表 1b: ヘドニック賃金推定：5業務のスコア (2) 
  (1-6)  (1-7)  (1-8)  (1-9) 
期間  1970-2000 
被説明変数  時間当たり所定内給与の対数（名目） 
推計方法  OLS  OLS  RE  RE 
非定型分析 
0.045  0.028  0.054  0.044 
(0.033)  (0.025)  (0.028)*  (0.023)* 
非定型相互 
-0.071  -0.077  -0.074  -0.080 
(0.053)  (0.033)**  (0.043)*  (0.036)** 
定型認識 
0.330  0.298  0.321  0.336 
(0.076)***  (0.074)***  (0.058)***  (0.051)*** 
定型手仕事 
-0.188  -0.169  -0.186  -0.191 
(0.036)***  (0.032)***  (0.027)***  (0.024)*** 
非定型手仕事 
0.025  0.044  0.036  0.036 
(0.077)  (0.056)  (0.068)  (0.057) 
定数項 
4.557  3.848  4.356  3.797 
(0.253)***  (0.422)***  (0.208)***  (0.226)*** 
年ダミー  YES  YES  YES  YES 
女性ダミー  YES  YES  YES  YES 
その他コントロール変数
 
NO  YES  NO  YES 
観測数  727  665  727  665 
職業クラスター数  184  169  184  169 
決定係数  0.90  0.94  0.90  0.93 
（注）OLS推計の場合、(  )内は  クラスター内の誤差項の相関に対して 頑健な標準誤差。その他コント
ロール変数は、平均年齢、平均年齢の二乗、平均勤続年数、平均勤続年数の二乗、大卒比率。 ***は
1%、 **は 5%、 *は 10%で統計的に有意。 
                                                   
15 米国の先行研究である ALM や英国の先行研究である Dikerson and Green (2004) では、職務評価（前節でいう

































表 1c: ヘドニック賃金推定：5業務のスコア (3) 
  (1-10)  (1-11)  (1-12)  (1-13) 
期間  1970-2000 
被説明変数  時間当たり所定内給与、全職種平均からの乖離











  非定型分析 
52.9  20.7  81.3  45.3 
(60.9)  (44.0)  (55.8)*  (52.5) 
非定型相互 
-73.7  -81.7  -101.8  -106.9 
(85.1)  (54.0)  (87.0)  (82.0) 
定型認識 
634.9  522.0  702.4  591.0 
(266.1)**  (308.3)*  (117.1)***  (118.0)*** 
定型手仕事 
-336.1  -265.2  -376.1  -308.0 
(111.3)***  (122.9)**  (54.9)***  (56.7)*** 
非定型手仕事 
-63.1  -23.1  -56.7  -14.4 
(146.2)  (145.3)  (137.7)  (130.7) 
定数項 
-3.4  11.3  40.9  40.6 
(31.5)  (39.9)  (43.2)  (44.3) 
年ダミー  YES  YES  YES  YES 
女性ダミー  YES  YES  YES  YES 
その他コントロール変数  NO  YES  NO  YES 
観測数  727  665  727  665 
職業クラスター数  184  169  184  169 
決定係数  0.34  0.51  0.33  0.49 
（注）OLS推計の場合、(  )内は  クラスター内の誤差項の相関に対して 頑健な標準誤差。その他コント
ロール変数は、平均年齢、平均年齢の二乗、平均勤続年数、平均勤続年数の二乗、大卒比率。 ***は






















表 2： ヘドニック賃金推定：各年 
  (2-1)  (2-2)  (2-3)  (2-4)  (2-5) 
期間  1970  1980  1990  2000  2005 
被説明変数  時間当たり所定内給与の対数（実質） 
推計方法  OLS  OLS  OLS  OLS  OLS 
非定型分析 
0.011  0.025  0.026  0.074  0.016 
(0.028)  (0.035)  (0.040)  (0.048)  (0.053) 
非定型相互 
-0.035  -0.048  -0.051  -0.100  0.007 
(0.050)  (0.050)  (0.061)  (0.072)  (0.084) 
定型認識 
0.221  0.326  0.427  0.341  0.413 
(0.067)***  (0.070)***  (0.128)***  (0.078)***  (0.072)*** 
定型手仕事 
-0.134  -0.178  -0.221  -0.210  -0.198 
(0.033)***  (0.033)***  (0.055)***  (0.044)***  (0.039)*** 
非定型手仕事 
0.036  0.000  -0.040  0.061  -0.116 
(0.072)  (0.073)  (0.094)  (0.098)  (0.114) 
定数項 
6.034  6.099  6.150  6.121  5.805 
(0.252)***  (0.263)***  (0.331)***  (0.305)***  (0.302)*** 
年ダミー  NO  NO  NO  NO  NO 
女性ダミー  YES  YES  YES  YES  YES 
その他コントロール変数  NO  NO  NO  NO  NO 
観測数  167  157  158  245  257 
職業クラスター数  156  137  137  132  131 
決定係数  0.54  0.56  0.54  0.51  0.53 
















図 10： タスクシェアとタスクプレミアムの関係 
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付表 1：職業を遂行する上で重要と思われる「職業スキル」（キャリアマトリックスより） 
スキル  説明  O*Net 





3.書く  読む人のニーズに合わせて、書面で効果的な意思疎通を行うこと。  Writing 
4.話す  効果的に情報を伝達するために他者に話をすること。  Speaking 
5.数学  数学を利用して問題を解決すること。  Mathematics 











11.問題解決   複雑な問題の本質をつかみ、関連する情報を整理して、問題解決すること。  Information 
Organization 
12.他者理解   他者の反応に気付き、なぜそのように行動したのかを理解すること。  Social Perceptiveness 
13.他者との協調  他者の行動に応じて行動を調整すること。  Coordination 
14.説得  考え方もしくは行動を変えるよう他者を説得すること。  Persuasion 
15.ネゴシエーション（交渉仲介）  他者を和解させ、意見の違いを解消させるように努めること。  Negotiation 
16.インストラクション  他者に物事のやり方を教えること。  Instructing 
17.サービス志向  他者を援助する方法を積極的に探すこと。  Service Orientation 
18.要件分析（仕様作成）  設計のため、ニーズおよび製品の仕様を分析すること。  Operations Analysis 
19.技術開発  ユーザーのニーズに応えるため、機器および技術を開発、改善すること。   Technology Design 















誤動作の原因を突き止めてその是正策を決定すること。  Troubleshooting 


























(注）独立行政法人労働政策研究・研修機構  キャリアマトリックス、ノースカロライナ州雇用保障委員会 O*Net より作成 29 
 
付表 2：  1960年-2005年職業中分類シェア増加率・減少率上位 10職業 
 





1  その他のサービス職業従事者(ビル・駐車場管理人含む）  4.7  
2  社会福祉専門職業従事者  4.5  
3  その他の専門的・技術的職業従事者  3.7  
4  販売類似職業従事者  3.7  
5  技術者  3.7  
6  公認会計士，税理士  3.2  
7  美術家，写真家，デザイナー  3.1  
8  保健医療従事者  2.8  
9  科学研究者  2.6  





1  採掘作業者  -5.9  
2  林業作業者  -5.2  
3  製糸・紡織作業者  -5.0  
4  農業作業者  -4.2  
5  木・竹・草・つる製品製造作業者  -3.1  
6  漁業作業者  -3.0  
7  かわ・かわ製品製造作業者  -3.0  
8  衣服・繊維製品製造作業者  -2.2  
9  金属材料製造作業者  -2.0  




付表  3増加上位 10職種、減少上位 10職種のスキル評価 































増加 10職種  100.0   100.0       10 職種計を 1 とした場合  10 職種計を 1 とした場合 
その他のサービス職業従事者(ビル・駐車
場管理人含む） 
6.7   11.3   4.6   0.95   1.00   1.02   1.02   1.04   0.93   0.95   1.03   1.12   1.05  
社会福祉専門職業従事者  3.5   5.2   1.7   0.95   1.05   0.98   0.93   1.09   1.03   1.06   0.96   0.87   1.03  
その他の専門的・技術的職業従事者  5.3   5.8   0.5   1.00   1.02   0.99   0.97   1.02   1.00   1.01   0.98   0.99   1.01  
販売類似職業従事者  31.5   34.1   2.6   1.01   1.03   0.98   0.93   1.02   1.00   1.05   0.97   0.90   1.04  
技術者  16.2   17.1   0.9   1.03   0.95   1.01   1.09   0.94   1.06   0.93   1.01   1.13   0.90  
公認会計士，税理士  0.7   0.6   -0.1   1.03   1.08   0.97   0.85   1.02   1.08   0.97   1.01   0.99   0.94  
美術家，写真家，デザイナー  2.6   2.1   -0.5   0.99   0.95   1.02   1.10   0.98   0.98   0.91   1.04   1.19   0.96  
保健医療従事者  29.3   21.1   -8.2   0.99   0.99   1.01   1.02   1.01   0.97   1.00   1.02   1.00   1.01  
科学研究者  1.8   1.2   -0.6   1.04   0.94   1.01   1.09   0.93   1.10   0.96   0.98   1.06   0.88  
 音楽家，舞台芸術家  2.4   1.5   -0.9   0.98   1.00   1.01   1.02   1.01   0.91   0.99   1.03   1.05   1.06  
減少 10職種  100.0   100.0                                              
採掘作業者  2.1   0.8   -1.3   0.99   0.99   1.02   1.01   1.00   0.96   0.98   1.02   1.01   1.04  
林業作業者  2.3   1.3   -1.0   0.98   1.00   1.01   1.01   1.02   0.96   1.00   1.02   1.01   1.02  
製糸・紡織作業者  6.3   3.9   -2.4   0.97   0.98   1.02   1.04   1.00   0.98   0.96   1.06   1.04   0.98  
農業作業者  74.1   65.7   -8.4   1.00   1.00   1.00   1.00   1.00   1.01   1.01   0.99   0.99   1.00  
木・竹・草・つる製品製造作業者  4.4   6.3   1.9   1.00   0.99   1.01   1.00   1.00   1.00   0.96   1.03   1.02   1.00  
漁業作業者  3.2   4.9   1.8   0.96   0.99   1.01   1.02   1.04   0.99   0.95   1.04   1.07   0.97  
かわ・かわ製品製造作業者  0.5   0.8   0.3   1.01   1.00   1.00   0.99   1.00   0.90   1.04   1.04   0.97   1.09  
衣服・繊維製品製造作業者  4.7   10.3   5.6   1.03   1.02   0.98   0.95   1.02   0.98   1.02   1.04   0.93   1.05  
金属材料製造作業者  2.0   5.0   3.0   0.99   0.98   1.02   1.01   1.01   0.96   0.93   1.08   1.08   0.97  
船舶・航空機運転従事者  0.4   0.9   0.5   0.96   0.97   1.04   1.04   1.02   0.95   0.95   1.05   1.06   1.01  
(注)図 1、図７に同じ31 
 









付図 2a  衣服・繊維製品製造作業者における３５スキルの得点 
 
 




付表 4: 要約統計量 
 
変数  観測数  平均値  標準偏差  最小  最大 
時間当たり所定内給与の対数 
（名目）  984  6.918   0.715   4.615   9.031  
時間当たり所定内給与の対数 






  非定型分析  984  24.180   2.644   17.232   29.489  
非定型相互  984  28.270   2.779   21.546   36.844  
定型認識  984  17.333   1.518   12.627   21.837  
定型手仕事  984  21.544   2.688   13.743   28.865  





  平均年齢  979  38.195   7.061   19.500   58.800  
平均勤続年数  924  9.733   4.072   0.600   29.300  
大卒比率  725  10.401   18.748   0.000   96.275  






1970  984  0.167     0   1  
1980  984  0.160     0  1  
1990  984  0.161     0  1  
2000  984  0.249     0  1  












時間当たり所定内給与  984  -105.000   656.628   -1091.572   6928.689  
非定型分析  984  -0.103   2.649   -7.098   5.289  
非定型相互  984  -0.630   2.773   -7.424   7.874  
定型認識  984  0.546   1.523   -4.233   4.817  
定型手仕事  984  1.374   2.691   -6.647   7.955  
非定型手仕事  984  -0.010   1.264   -3.896   3.311  
平均年齢  979  -0.076   6.533   -21.200   19.200  
平均勤続年数  924  -1.000   3.906   -11.400   17.300  
大卒比率  725  -3.423   18.405   -19.330   82.185  
女性ダミー  984  0.052   0.482   -0.326   0.702  
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付表 5: 業務集約度間の相関 
 
  非定型分析  非定型相互  定型認識  定型手仕事  非定型手仕事 
非定型分析  1.000         
非定型相互  0.870  1.000       
定型認識  0.775  0.586  1.000     
定型手仕事  0.544  0.225  0.898  1.000   





付図 3：賃金構造基本統計調査のサンプルによる 5業務の推移 
 
 
 
(注)筆者作成。 